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子ども・子育て新システム検討会議作業グループ

第1回基本制度ワーキングチーム報告

本年６月に政府・少子化社会対策会議が決定した「子ども・子育て新システム基本制度案要綱」の具体的な制度設計を検討するために、子ども・子育てに関わる有識者を構成員とした「基本制度ワーキングチーム」が設置され、９月24日にその第１回会合が開催された。連合からは、岡本直美・会長代行及び中島圭子・総合政策局長が参加した。

＜大臣あいさつ＞

岡崎トミ子・内閣府少子化対策特命担当大臣が、「『子ども・子育て新システム』は、『子どもが主人公』を基本理念として、子ども・子育てを社会全体で支える仕組みを目指すものである。様々な検討課題があり、また、厳しい検討日程ではあるが、各専門分野からご意見を頂き、より良い制度を構築したい。」と挨拶した。

＜会議の運営について＞

末松義規・内閣府副大臣を座長に、小宮山洋子・厚生労働副大臣を座長不在時の進行役に、大日向雅美構成員及び無藤隆構成員を副座長とすることが確認された。

＜「子ども・子育て新システム」の基本制度設計について＞

事務局から、「子ども・子育て新システム」の概要について説明があった後、第1回のテーマとして「基本制度設計」の在り方について意見交換を行った。構成員の発言要旨は大要以下の通り。

【岡本構成員】

○子どもの貧困や健康格差がなく、子どもが希望を持てる社会を作ることは社会全体、そして大人の責任である。その意味で今般、府省の枠を超え、多様なステークホルダーが参画した上で「子ども・子育て新システム」を検討する場が設けられた点は大いに評価する。

○子ども・子育て政策は、両立支援機能も有する。少子高齢化が進む日本の経済力や社会保障財政を維持するためには労働力確保が不可欠であるが、所謂「М字カーブ」を解消しない限り、必要労働力は確保できない。女性就業率を向上する意味でも、子ども・子育て政策は極めて重要。

○女性就業率の議論を別にしても、質の高い子育て支援サービスが利用できないことを理由に、働くことを諦めざるを得ない人が多くいる現状は早急に解消すべきであり、そのためにも子ども・子育て政策を充実させるべき。

【中島構成員】

○新システムを検討する上で、サービスの普遍化は重要な課題であるが、その前提として、子どもの貧困等が問題となっている現状に鑑み、まずは「子どもの貧困」「社会的養護」など福祉的機能の充実と底上げを図るべき。

○子ども・子育てにかかわる検討課題は多岐にわたることから、検討の対象範囲を精査すべき。また、短期・中期的な検討工程を整理すべき。

○子ども・子育て財源を一本化した上で市町村に包括的に交付する仕組みを導入するにあたっては、確実に子ども・子育てに使われる財源とし、末端まで確実に子ども・子育てに届くよう担保すべき。

○全国一律の現金給付は基本的に国が責任を負うべき。他方、現物給付は、生活拠点である基礎自治体（市区町村）が実施責任を負い、国は最低基準（ナショナルミニマム）を根拠にその最低限の財源を保障すべき。

【その他の構成員】

　その他の構成員からは、「子ども・子育て新システム」を検討する前提として、安定的な恒久財源の確保が必要である旨の意見が相次いだ。また、国と地方の責務については、自治体関係者から地方の裁量を広げるべきとの意見が挙がったが、学識者やNPO法人関係者の構成員からは、子どもが最良のサービスを受けることを保障するためにも、地方裁量を高める前提として国の責務でナショナルミニマムを設けるべき、評価システム等を設けて市町村の子育て施策の実効性を監督していくべきとの意見が呈された。

　第1回の議論を踏まえ、小宮山進行役は、①財源は一本化して子ども・子育てに確実に使われるよう包括的に交付する、②市町村が実施責任を負う、③最低基準によりサービスの質を確保するという基本設計の枠組みを確認した。

　今後、本ワーキングチームは月２回程度の頻度で開催し、来年１月を目途に子ども・子育て新システム法律案大綱を取りまとめる予定。
